
令和３年度11月補正予算案について

一 補正予算の概要

今回の補正予算は、今後の新型コロナウイルス感染症の再拡大に備え、引き続き、感染防止対策の推進と

医療提供体制の確保に取り組むとともに、地域を支える公共交通機能の維持等を図るのに要する経費につい

て、所要の予算措置を講ずることとした。

また、国の被災者生活再建支援制度が適用されない被災者に対する支援金など、本年８月９日から10日に

かけての大雨に係る災害対策関連経費等について、所要の予算措置を講ずることとしたほか、公共工事の施

工時期の早期化及び平準化を図るため、社会資本整備総合交付金事業及び県費単独事業の早期発注に係る所

要の債務負担行為（ゼロ債務負担行為）を設定することとした｡

二 一般会計予算の規模

⑴ 令和３年度現計予算額 761,570,884 千円

⑵ 今回の補正予算額（補正第３号） 10,048,632 千円

⑶ 令和３年度予算累計額 771,619,516 千円

⑷ 令和２年度同期予算額 822,110,342 千円

⑸ 対前年度同期比 ⑶
⑷ ×100 93.9 ％

三 一般会計補正予算の歳入

今回の補正予算の主なる財源としては、歳出との関連等において、国庫支出金59億3,906万４千円を計上

したほか、地方消費税清算金49億2,973万４千円を計上するとともに、普通交付税10億4,368万７千円を減額

計上した。

四 一般会計補正予算の歳出

今回の補正予算に計上した歳出の主なものは、次のとおりである。
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新型コロナウイルス感染症対策関連経

費

6,002,941

総 務 部

教育委員会

修学旅行キャンセル料支

援事業費 （新規）

26,044 県立学校及び私立学校における児童生徒の保護者の

経済的な負担軽減を図るため、修学旅行が中止となっ

た場合等に発生するキャンセル料を軽減するのに要す

る経費

◦県立学校修学旅行キャンセル料支援事業費19,804

◦私立学校修学旅行キャンセル料支援費補助 6,240

補助金交付先 学校法人

補 助 率 10
10

企画政策部

観 光 国 際

戦 略 局

地域公共交通機能維持特

別対策事業費 （新規）

287,682 地域公共交通及び観光二次交通の機能維持のため、

タクシー、高速バス及び貸切バスの事業継続を支援す

るのに要する経費

◦地域公共交通事業継続特別対策事業費補助

131,349

補助金交付先 青森県タクシー協会、青森県

バス協会

補 助 率 定額

◦観光二次交通事業継続特別対策事業費補助

156,333

補助金交付先 青森県バス協会

補 助 率 定額

健康福祉部 保健所感染症対策体制強

化事業費

135,110 クラスター発生時等の積極的疫学調査のため、保健

所の職員体制等を強化するのに要する経費

◦保健所感染症対策体制強化事業費補助 26,445

補助金交付先 市

補 助 率 10
10（国10

10）

◦県事業費 108,665

新型コロナウイルス感染

症検査機器等整備事業費

16,283 環境保健センターにおけるＰＣＲ検査機器等の整備

に要する経費

計 上 の 主 な も の

（単位 千円）

区 分 事 業 費 説 明
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新型コロナウイルス感染

症入院患者病床確保事業

費

4,793,555 新型コロナウイルス感染症患者の入院病床の確保及

び臨時の医療施設の設置・運営に要する経費

◦新型コロナウイルス感染症入院患者病床確保事業

費補助 4,458,444

補助金交付先 医療機関

補 助 率 定額（国10
10）

◦県事業費 335,111

新型コロナウイルス感染

症軽症者等受入体制確保

事業費

121,073 新型コロナウイルス感染症の軽症者等の療養のため

の宿泊施設の確保や自宅療養の健康観察等を行うのに

要する経費

◦新型コロナウイルス感染症患者自宅療養支援事業

費補助 76,852

補助金交付先 市

補 助 率 10
10（国10

10）

◦県事業費 44,221

新型コロナウイルスワク

チン接種促進事業費補助

497,870 ワクチン集団接種会場への医療従事者の派遣や医療

機関における個別接種体制の強化等に要する経費に対

する補助

補助金交付先 医療機関

補 助 率 10
10（国10

10）

新型コロナウイルスワク

チン接種会場設置運営事

業費

2,326 ワクチン接種の加速化を図るため、県による広域接

種会場及び接種センターを設置・運営するのに要する

経費

飲食店感染防止対策認証

事業費

4,731 飲食店における感染防止対策の徹底を図るため、県

による第三者認証制度を実施するとともに、認証取得

に向けた飲食店の感染防止対策を支援するのに要する

経費

地域医療介護総合確保基

金積立金

51,321 地域における医療及び介護の総合的な確保を図る事

業の実施及び支援のための基金の造成に要する経費

介護サービス事業所・施

設における感染防止対策

支援事業費 （新規）

51,321 介護サービス事業所・施設における感染防止対策を

支援するのに要する経費

◦介護サービス事業所・施設における感染防止対策

支援事業費補助 48,105

区 分 事 業 費 説 明
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補助金交付先 介護施設等

補 助 率 10
10

◦県事務費 3,216

障害福祉サービス施設・

事業所等における感染防

止対策支援事業費（新規）

15,625 障害福祉サービス施設・事業所等における感染防止

対策を支援するのに要する経費

◦障害福祉サービス施設・事業所等における感染防

止対策支援事業費補助 13,723

補助金交付先 障害福祉サービス事業所等

補 助 率 10
10（国２

３、県１
３）

◦県事務費 1,902

台風第９号から変わった低気圧による

大雨災害対策関連経費

1,285,697 今回補正予算額 1,285,697

（既決予算対応額 1,226,505）

（既決予算対応額を含む合計額 2,512,202）

⑴ 災害公共事業費 － （既決予算対応額 1,123,248）

農林水産部 現年発生林業災

害復旧費

－ 林地荒廃防止施設災害復旧事業費

（既決予算対応額 85,929）

現年発生土地改

良災害復旧費

－ 県営災害復旧費

（既決予算対応額 30,000）

団体営災害復旧費

（既決予算対応額 62,813）

県土整備部 現年発生河川等

災害復旧費

－ 河川等災害復旧事業費

（既決予算対応額 944,506）

⑵ 一般公共事業費 514,812 今回補正予算額 514,812

（既決予算対応額 56,175）

（既決予算対応額を含む合計額 570,987）

農林水産部 514,812 災害関連緊急治山事業費 466,562

（既決予算対応額 56,175）

（既決予算対応額を含む合計額 522,737）

漁港施設災害関連事業費 48,250

区 分 事 業 費 説 明
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⑶ 国庫補助事業費 25,000 今回補正予算額 25,000

農林水産部 25,000 団体営湛水排除事業費 25,000

⑷ 県費単独事業費 745,885 今回補正予算額 745,885

（既決予算対応額 47,082）

（既決予算対応額を含む合計額 792,967）

県土整備部 660,385 道路管理費 555,076

・崩落土砂・倒木撤去、災害査定用測量等

河川維持管理費 105,309

（既決予算対応額 10,581）

（既決予算対応額を含む合計額 115,890）

・流木等処理、護岸等補修、災害査定用測量等

農林水産部 30,000 県単治山災害防止事業費

（既決予算対応額 3,000）

・治山施設設置

県費単独林業災害復旧事業費

（既決予算対応額 890）

・治山施設補修

県費単独漁港災害復旧費 30,000

・土砂撤去

危機管理局 55,500 被災者生活再建支援金（新規） 55,500

自然災害により住宅に著しい被害を受けたにもかか

わらず、国の被災者生活再建支援制度が適用されない

被災者に対する支援金

◦支援金給付額

区 分 全壊等 大規模
半 壊

中規模
半 壊

基礎支援金 1,000 500 －

加 算
支援金

建設・購入 2,000 2,000 1,000

補修 1,000 1,000 500

貸借（公営住
宅を除く） 500 500 250

－ 被災者支援物資調達等緊急防災活動費

（既決予算対応額 32,611）

区 分 事 業 費 説 明
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その他の経費

総 務 部 地方消費税交付金 2,464,377 地方消費税収入に応じて交付する市町村交付金に要

する経費

（現計28,596,505 → 補正後31,060,882）

農林水産部 環境変化に対応した水田

農業基盤強化事業費

（新規）

50,421 令和３年産米の価格下落の影響を受ける稲作農家の

経営基盤の強化を図るため、野菜等の高収益作物への

転換及び稲作の低コスト・省力技術導入に係る機械等

の整備を支援するのに要する経費

◦環境変化に対応した水田農業基盤強化事業費補助

50,000

補助金交付先 市町村、農協等

事業実施主体 稲作農家等

補 助 率 １
４

補助限度額 1,000

◦県事務費 421

担い手農地集積・集約化

支援事業費補助（新規）

6,000 令和３年産米の価格下落の影響を受ける担い手のコ

スト低減に向けた農地の集積・集約化を促進するため、

農地中間管理機構が行う農地情報のデータベース化に

要する経費に対する補助

◦農地中間管理機構事業費補助 6,000

補助金交付先 農地中間管理機構

補 助 率 10
10

県土整備部

警 察 本 部

公共事業の早期発注のた

めの債務負担行為（新規）

（ゼロ債務負担行為）

債務負担

行為設定

額

8,351,800

（社会資本整備総合交付金事業分）

国県道道路補修事業費 695,600

国県道災害防除事業費 87,000

道路交通安全施設整備費 474,400

国道改築事業費 190,000

県道改築事業費 1,115,000

積寒地域除雪事業費 600,000

積寒地域建設機械整備費 380,000

積寒地域道路整備事業費 40,000

広域河川改修費 48,000

ダム修繕費 260,000

総合流域防災事業費 227,000

区 分 事 業 費 説 明
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砂防事業費 170,000

地すべり防止事業費 19,000

急傾斜地崩壊対策事業費 255,000

急傾斜地崩壊対策総合流域防災事業費 323,000

海岸侵食対策事業費 200,000

海岸堤防等老朽化対策緊急事業費 159,000

計 5,243,000

（県費単独事業分）

道路維持修繕費 1,250,000

災害防除費 125,000

橋梁維持修繕費 158,000

橋梁補修対策費 178,000

道路交通安全対策費 135,000

防雪費 20,000

除雪費 130,000

河川維持管理費 197,500

ダム管理費 153,700

河川改良費 181,500

砂防整備費 95,800

急傾斜地対策費 180,000

海岸整備費 206,000

水防費 21,300

港湾維持修繕費 31,000

交通安全施設整備費 46,000

計 3,108,800

区 分 事 業 費 説 明
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